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今月のトピックス

変わるアレルギー対応への期待と課題

文部科学省は、2015年３月に「学校給食における食物

アレルギー対応指針」（以下、「文科省指針」と記載）を発

表しました。学校給食ニュースでは、2015年５月号で、こ

の「文科省指針」の主な点を整理してお伝えしました。20

15年11月28日（土）、東京都港区六本木の大地を守る会

会議室にて、全国学校給食を考える会主催の「学校給

食ニュース編集責任者牧下圭貴さんと学ぶ学校給食公

開講座～学校給食のアレルギー対応」が行われ、ＮＰＯ

法人アトピッ子・地球の子ネットワークの赤城智美事務

局長と、「文科省指針」やいくつかの自治体のアレルギ

ー対応事例について事例共有し、参考にできる特徴や

期待、あるいは、課題や問題点についての意見交換をし

ました。

今回は、この公開講座を踏まえて、2015年度以降の

アレルギー対応について特集します。

■「文科省指針」への期待と問題点

まず、「文科省指針」について、みてみましょう。

●組織対応を明示

「文科省指針」で強調されているのが、組織的な対応で

す。「個人の努力や良心に任されるものではなく、組織で

対応する」として、学校長を責任者とする委員会の設置、

関係者との調整、連携、管理、決定、周知などを組織で

行うことを求めています。しかも、年度当初の食物アレル

ギー児童生徒対応のみを前提とせず、既往症のない児

童生徒、転入等も想定した対応を求めています。

また、学校内のすべての教職員だけでなく、保護者、

学校間、主治医、医師会、消防機関の連携や相互理

解、情報共有を求め、リスク管理、緊急対応などを行うこ

とも求めています。

学校給食現場ではなく、教育委員会や行政とともに、

学校単位での組織対応を原則としたことは、誤食や緊急

時の対応が主に教室などで起こることを考えれば、とても

重要なことです。

その一方で、組織対応は、一般的に状況の変化に弱

く、個別の条件、たとえば、栄養教職員や食物アレルギ

ー児童生徒のいる教室の担任などが急きょ変わり、その

経験や対応力が異なっているとき、それを柔軟に支援し

たり、対応方法を変化させるなどの対応力に欠ける場合

があります。対応が必要な側＝食物アレルギー児童生徒

と、対応を行う側＝教職員、給食関係者、保護者、医師、

救急等の、その時々の個人的な資質を含む状況の変化

に適切に対応することも、リスク管理であり、組織として考

えておくことです。

従来、栄養教職員や担任などの経験や良心によって

行われてきた対応を、組織的対応に反映させるにはどう

すればいいか、「文科省指針」だけでは読み取れない課
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題が残ります。

●完全除去対応が基本

「文科省指針」で、今回はっきり打ち出しているのが、「必

用最小限の除去」という視点です。安全性を最優先とし、

「対応する児童生徒を減らす」「対応する食品数を減ら

す」「複雑・過剰な対応をしない」という柱を立てていま

す。そこから、「個別対応はせず、事故防止の観点から原

因食物の完全除去対応（二者択一）」および、「症状誘発

の原因となりにくい調味料・だし・添加物等については、

基本的に除去する必要はありません」としています。

ここでいう完全除去対応とは、たとえば牛乳・乳製品の

場合、牛乳だけをはずすが、料理の中に少し入っている

乳製品は大丈夫、という対応はせず、牛乳および料理の

中の乳製品をすべて排した「完全除去」か、「他の児童生

徒と同じようにすべての牛乳・乳製品を提供する」かのど

ちらかしか対応をしない、ということです。

また、献立の作成の面で、そば、落花生（ピーナッツ）

は「特に重篤度の高い原因食物」として、「学校給食での

提供を極力減らします。提供する際は、使用するねらい

を明確にし、使用していることが明確な料理や料理名とし

ます」と、具体的に避ける食材を示しています。これに次

いで、「卵・乳・小麦・えび、かに」については、「特に発症

数の多い原因食物」として、「提供する際は、使用するね

らいを明確にし、使用していることが明確な料理や料理

名とします」「できる限り、１回の給食で複数の料理に同じ

原因食物を使用しないように配慮」「同じ原因食物を使用

する日を週単位で検討し、１週間の中にその原因食物が

使用されない日を作るなど考慮」「加工食品は、添加物と

して原因食物が使用されていない食品を選定する等の

対応を考慮」と、完全除去であっても、対応が複雑になら

ず、かつ、食物アレルギー児童生徒ができるだけ食べら

れるような配慮を求めています。

一方で、「文科省指針」でも、この完全除去対応によ

り、給食が食べられなくなる児童生徒がいることを認めて

います。これについては、「個人で考えれば、一部児童

生徒で二者択一が対応の後退に映るが、この方針は学

校給食における食物アレルギー対応全体の安全性向上

という目的がある。こうした説明を保護者に丁寧に実施し

理解を得る」としており、それ以上の対処方法は示されて

いません。

●調味料・だし・添加物

｢文科省指針」は、調味料・だし・添加物というくくりをつけ

て、「症状誘発の原因となりにくい」として「基本的に除去

する必要はありません。これらについて対応が必要な児

童生徒は、当該原因食物に対する重篤なアレルギーが

あることを意味するため、安全な給食提供が困難な場合

には、弁当対応を考慮します」としています。

そして、具体的な内容を図示で示しています。（下図）

これは、もしかすると献立作成の上で混乱を与えるかも

知れません。
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たとえば、青魚類が原因食材だった場合、かつおだ

し、いりこだしは除去対象にならず、一方で、ライトツナ

（かつお）、イワシは完全除去対象になります。だしレベ

ルで症状がでる患者がいることは、間違いなく、その場

合、完全除去でも食べられないことになり、献立上で、除

去対象の魚があるときには、魚由来のだしを使わないよう

配慮するなどの工夫が必要になりますし、誤食の原因と

もなりかねません。

また、大豆油が例示されていることは、アレルギー対応

があっても大豆油を使って良いという認識を広げかねま

せん。食用油にはたんぱく質が残留していないのでアレ

ルゲンとして認められないという考え方もありますが、微

量成分の分析技術の向上や、医療における検査技術の

向上から、微量であっても対応は必要な患者は、必ずし

も「重篤なアレルギーがあること」を意味しない場合があり

ます。

「文科省指針」は「調味料の使用や微量混入まで完全除

去管理になると、かえって現場の負担になる」として、「そ

のレベルで管理が必要な場合、対象は重症患者といえ、

安全性の確保が難しければ学校給食で対応することは

勧められない。この場合、弁当対応を考慮すべきである」

としています。

この点については、今後、自治体の対応を見ながら、

個別に検証する必要があるのかも知れません。

●そのほか

・保護者からの情報収集と相互理解・情報共有

「文科省指針」では、連携の項目で特に保護者について

「個別面談で家庭における食生活の状況など詳細な情

報を収集し、具体的な対応内容について十分に相互理

解を図ることが必要です」としています。また、対応申請

から対応開始までの内容を示した項目を見ると、まず新

入学時に「学校における食物アレルギー対応および学校

給食における食物アレルギーの対応の内容を説明しま

す」とあります。

さらに、「文科省指針」37ページの弁当対応の際の留

意点「弁当対応を行う場合、保護者とのコミュニケーショ

ンを密に図ることが重要である。学級での指導状況や食

物アレルギーを有する児童生徒の意向等を十分に考慮

した上で、具体的な対応を決定していく。その際、双方に

とって過度な負担とならないように配慮するとともに、状況

に応じて適宜対応を見直していくことも必要」

ともあります。ここでいう相互理解・情報共有について、

保護者から学校に提供される情報の共有と、対応につい

ての相互理解が主で、学校から保護者へ提供される情

報の共有の面はあまり記載がありません。

食物アレルギー児童生徒を持つ保護者のこれまでの

意見や指摘として、学校の施設、設備、緊急対応、給食

の作り方、他の食物アレルギー児童生徒の状況、学校長

や担任、給食関係者等のこれまでのアレルギー対応等

の経験や知見といったことについて、もう少し具体的かつ

詳細な情報提供があれば、双方向の情報共有、相互理

解に役立つというものがあります。また、毎年、学校の状

況は変化するので、毎年のようにこれらの基本的な情報

提供が必要だとの指摘もありました。

「学校生活管理指導表」はあくまでも個別の症状や状況

についての情報であり、リスクを管理する上で、保護者に

学校の状況の説明が必要という面は、もっと検討されて

いいのではないでしょうか。

■自治体の動きの例

ここからは、2015年４月以降の自治体における新たな

対応について、いくつかの事例を紹介します。これらの事

例は、インターネットの検索サイトを使い、「アレルギー

給食」等をキーワードに自治体のホームページを調べ、

その中から、2015年４月以降に新たな対応をはじめた自

治体で、かつ、基本的に指針等が新たに作成されたり、

更新されたものを選んでいます。全国的には様々な対応

があります。その中には、現在、ガイドライン等を作成して

いたり、作成しても、ホームページでは公表していないな

どの例もあります。ごく一部の例を任意にサンプルとして

紹介したものであり、特にその自治体の対応を評価した

り、問題が大きいということではありません。むしろ、積極

的に情報を公開している自治体の例であると考えていた

だければ幸いです。調査は、2015年11月～12月に行っ

たものです。

●岐阜県可児市（詳細献立）

最初に紹介する可児市は、アレルギー対策のマニュア

ルを公表している事例ではありません。可児市ホームペ
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ージ「学校給食における食物アレルギー対応について」

は、「可児市の学校給食における食物アレルギー対応に

ついては、保護者の皆様に献立表や学校給食で使用す

る加工品の原材料成分表等を通して、アレルギー食材が

含まれていないかご確認いただき、保護者の皆様や学

級担任等の指示もしくは児童生徒自身の判断で学校給

食から原因食物を取り除いて食べていただく、また、取り

除くことが困難で、どうしても給食を食べられない日に

は、ご自宅から一部弁当持参、又は完全弁当持参をお

願いすることを基本としています。

毎月、給食の予定献立表をご家庭に配布させていた

だいていますが、希望された保護者の皆様にはこれ以外

に、加工品の原材料成分表等も配布させていただいて

います。

原材料成分表等の資料は下記のとおりです。

毎月の献立表と合わせてご活用ください」

とあります。そうして、「学校給食で使用する加工品の

原材料成分表」が公表されており、（下図）

・年間分の主食、年間使用分

・学期共通

・月別

ごとに更新されています。

また、月別では、原材料成分の他に、

・学校給食の主な「おかず」の作り方（次ページ上）

・油の使用計画表（次ページ下）

が公表されています。これにより、詳細な原材料、食品

添加物、コンタミネーション（製造所での同一ライン上で

の微量混入）、作り方から判断できる食べられるかどうか、

油の使用計画による微量混入等の判断ができることにな

ります。

可児市「学校給食における食物アレルギー対応につい

て」（随時更新）http://www.city.kani.lg.jp/10234.htm

可児市、メーカー名は給食ニュースでモザイクですが、実際には掲載されています。
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上は作り方のポイントを示したもので、自分で除いて

食べるときの参考になる。

右は、油の使用計画表で、基本が４回使ったら全量

を廃棄する。その間の献立内容で食べられるかどうか

判断ができる。
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●岐阜県土岐市、４月から除去食

土岐市は2015年４月から「土岐市学校給食における食

物アレルギー対応マニュアル」に基づいた除去食対応を

行っています。４月ですので、「文科省指針」の前に策定

されたものと考えられますが、おおむね「文科省指針」の

考え方と同じ方向であり、かつ独自の取組みもあることか

ら紹介します。

土岐市のホームページでは、

食物アレルギー対応の取り組みについて

・牛乳アレルギー疾患のある児童生徒のためにお茶を代

替

・「給食だより」の裏面に使用食材を明記して保護者に配

布（ホームページにも掲載）

・「学校給食加工品の原材料の明細書」を保護者に配布

（ホームページにも掲載）

・麦アレルギー疾患のある児童生徒のために発芽玄米を

一部使用

・献立作成上の配慮として、食物アレルギーの原因食品

となる食材をなるべく複数の料理に使用しない

・献立が変更になった場合に、メール配信サービスにより

保護者に周知

・保護者からの相談に対応

を原則としています。

マニュアルは、

１．食物アレルギーの基礎知識

２．学校給食における対応

３．学校生活における対応

４．給食調理における対応

５．緊急時における対応

と様式集からできています。

基本的な考え方として

1. 無理をして能力以上の対応をしない。

2. 誤配・誤食によって保護者との信頼関係が損なわれる

ことのないように、落ちのないように、ミスのないようにす

る。

3. 保護者・学校・医療機関・学校給食センターが相互に

連携・協力しながら、児童生徒に対して心を込めて対応

する。

となっており、対応は、小学校２年から中学校３年生ま

でを対象として、小学１年生は少なくとも初年度は対象と

なっていません。この理由として、「アレルギー症状のある

児童の学校生活での状況や家庭での様子を教職員が

十分に掌握することが困難」であるとしています。

対応食を行う食材は、鶏卵、乳・乳製品、落花生、ごま

の４種類です。

これは、「文科省指針」の避ける「そば、落花生（ピーナ

ツ）」、対応する「卵・乳・小麦・えび、かに」とは異なってい

ます。

一方、「除去後、別の新たな食品を使わず、汎用の調

味料等を使って献立を変えて提供することを可能とする

が、原材料にアレルゲンが含まれる調味料等の加工食

品は、除去の対象から除く」としています。

これとは別に、飲用牛乳の代替（お茶の提供）が設け

られており、食物アレルギー対応としては、｢多段階」対応

を認めています。

加工食品の原材料明細書は、メーカーから提供されて

いるものを細かく記したものとなっています。（例示）

土岐市「学校給食における食物アレルギー対応の取り

組み」http://www.city.toki.lg.jp/docs/8292.html
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土岐市、メーカー名は給食ニュースでモザイクかけていますが、実際には記載されています。

●兵庫県川西市、卵のみ除去、詳細明細書

兵庫県川西市は、2009年４月マニュアル作成、改訂を

経ていましたが、「文科省指針」等を踏まえて2015年７月

最新の改訂を行いました。

川西市の除去対応は、卵（鶏卵、うずら、マヨネーズ）

のみとなっています。

また、牛乳飲用停止、副食停止、牛乳のみ飲用、米飯

のみ喫食の４つのカテゴリーを「発注停止」という形で設

けて対応しています。

物資表については、メーカーから食品内容明細書を

取り寄せ、それを公表する形をとっており、ホームページ

上でも公表されています。（次ページ）

川西市 食物アレルギー対応

http://www.city.kawanishi.hyogo.jp/kodomo/kyusyoku/h

aigouitiran.html
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川西市が公表している資料（モザイクは学校給食ニュースで記載、実際には住所、電話番号も記載）
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●東京都中央区 全関係者向けの詳細マニュアル

中央区は、2013年10月に策定した「学校給食における

食物アレルギー対応マニュアル」を2015年３月に改定し、

４月より運用しています。こちらも、「文科省指針」の前に

改定内容が決まっていますが、内容が詳細で80ページ

近い内容となり、かつ教職員、保護者、給食関係者など

に分かりやすく説明していることから紹介します。

目次は、

第1章 食物アレルギーの基礎知識

第2章 食物アレルギー対応が決定するまで

第3章 学校給食における対応

第4章 食に関する学習活動、校外行事・宿泊を伴う

活動における対応

第5章 緊急時の対応

第6章 学校・保護者の役割分担

第7章 学校生活管理指導表の「病型・治療」欄の読

み方

となっています。

中央区では、小学校が自校方式で共同献立、一括購

入であり、除去食の対応を行い、中学校が自校方式、独

自献立、独自購入であり、除去食および代替食対応も行

っています。

不使用食材として、キウイフルーツ、ピーナッツ、ナッツ

類のうちアーモンド、カシューナッツ、クルミ、マカダミアナ

ッツ、ピスタチオ、そばが上げられていますが、除去、代

替については指定がありません。

食物アレルギー対応児童生徒に対しては、個別のア

レルギー対応表を栄養教職員が作成し、保護者、担任、

養護教諭、給食主任、調理員等が確認、保護者からの

変更希望を聞き、決定表を作成して全員が共有すること

にしています。

保護者からの変更希望についても、その対応がアレル

ゲン対応の変更を伴う場合、管理指導表の医師による変

更記載を求めています。保護者の要望に柔軟に対応す

る分だけ、こういった厳しい面も出てきます。

（次ページは、保護者からの変更希望の例と、それを反

映させた決定表に添付された栄養教職員のコメント例）

個人情報の扱いについても、「保護者が管理指導表に

記載された内容を教職員全員で共有することに同意して

いる場合、対応委員会は、職員会議等を活用して、食物

アレルギー対応の内容を教職員全員へ周知します。同

意していない場合、児童・生徒の疾患について知らない

教職員は、適切な対応が行えないことを保護者に伝えま

す」と、保護者側の判断によって対応が異なってきます。

調理や配膳についても細かい記載があり、給食として

主食や料理を提供しないときには、提供しないことを記載

した空皿を出すといった対応をとっています。

（２ページ後に例示）

このほか、校内、校外の学習等での食品の扱い等に

ついても、やきそばパーティの扱い、宿泊の食事の除去

食等の依頼を引率する教員が行うこと、そばがらの枕の

扱いなど、危機管理について具体的な内容に沿った記

述が多く含まれています。

中央区「学校給食における食物アレルギー対応マニュア

ル」の改定（平成27年3月）について

http://www.city.chuo.lg.jp/kosodate/gakkokyouiku/kyus

yoku/arerugi-manyuaru.html
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中央区のマニュアルにある盛り付け例
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●千葉県船橋市 独自の対応

千葉県船橋市は、2012年９月に作成し、2014年４月に

改訂した「船橋市小学校給食食物アレルギー対応マニュ

アル」を2015年９月に再改訂し、「船橋市学校給食 食

物アレルギー対応マニュアル」として位置づけました。こ

こでは、学校給食における対応であり、学校生活全般の

対応マニュアルではありません。

対応は、小学校・特別支援校においては、除去食を基

本に、一部、全部弁当対応となっています。

中学校は２献立選択制であり、牛乳除去対応以外は

行なわず、２献立がともに喫食できない場合は弁当選択

となります。

具体的な除去食材についての記載はありませんが、小

学校での除去食について

（１）除去する食品を揚げた油には、食品のたんぱく質が

流出するため、除去食の調理には使用しない。

（２）除去する食品で取っただし汁を除去食の調理には

使用しない。

（３）除去する食品（特に粉状のもの）の飛散に注意し、除

去食の保管にも配慮する。

（４）除去食の調理に使用する器具は専用の物とし、通常

の器具と形状を変えるなどの配慮をする。

（５）誤食を避けるために、個別の表示にする。

となっており、「油」「だし」については除去食との関係

に留意するような表記があります。

「文科省指針」後でも、独自の対応方法を実施する例と

なっています。

船橋市学校給食 食物アレルギー対応マニュアル

http://www.city.funabashi.chiba.jp/kodomo/school_life/0

002/p018758.html

●北海道北見市 代替食も含めた対応

北海道北見市は、2015年11月に国・北海道の通知に

基づき「学校給食における食物アレルギー対応マニュア

ル」を作成しました。基本的には「文科省指針」に沿った

形であり、年度途中の2015年11月より対応をはじめてい

ます。指定するアレルゲン食材はなく、アレルギー対応に

ついては、除去食とともに、可能な調理場等では代替食

対応も行うことになっています。その一方で、調味料、だ

し、添加物等については対応せず、弁当対応の考慮対

象として位置づけられています。また、施設の整備状況

や人員等の体制が整っていない場合も、弁当対応の考

慮対象となっています。注釈として「※単にエピペン所持

であるとか、アナフィラキシーやアナフィラキシーショック

の既往があるだけで弁当対応にする必要はありません」

とあります。

北見市 学校給食における食物アレルギーの対応につ

いて

http://www.city.kitami.lg.jp/docs/2015102800036/

●大阪府岸和田市 指針に沿って変更

大阪府岸和田市は、「文科省指針」を受けて、「岸和田

市学校給食における食物アレルギー対応基本方針」を

決定し、2013年４月に策定した「学校給食における食物

アレルギー対応ガイドライン」を改訂し、発表（2015年11

月）2016年年４月から適用することになっています。次年

度からのガイドラインを早めに公表したのは、推察です

が、この頃から新入生への説明会などが行われることや、

学校等の対応準備を踏まえてのことではないかと思いま

す。

本ガイドラインの「はじめに」では、

「これまで岸和田市教育委員会は、医師の診断による

「岸和田市学校生活管理指導表」の提出を必須とし、集

団給食の制約がある中、可能な範囲で原因食品（アレル

ゲン）の「除去」または「除去食」対応をするよう示してきま

した。

しかしながら、児童の食物アレルギーは、原因となるアレ

ルゲンの種類や摂取可能な量などが様々であり、「できる

だけ食べさせてあげたい」との思いから、個別対応は複

雑化し、学校における対応人数の差により、市内小学校

間でばらつきも生じていました」

として、「文科省指針」を機に、基本的に「文科省指針」

に沿った対応に統一することとしています。

対応する完全除去の食材は、そば、落花生（ピーナッ

ツ）、卵、乳、小麦、えび、かにで、「文科省指針」と同じで

すが、「「そば・落花生・かに」を含む食品と、生卵は学校

給食には使用しない」と位置づけています。

本ガイドラインに添付されている資料の内、「岸和田市

学校生活管理指導表（アレルギー疾患用）の裏面は、主

治医向けの説明文書となっていて、本ガイドラインに沿っ
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て、2016年４月からの対応が従来と変わることについて、

その内容を医師に説明するものとなっています。

調理についても別添で詳細な資料が添えられており、

除去食により減る栄養素をできるだけ満たすよう、とりわ

け時に量や食材の割合等に配慮することを具体的に求

めています。（下図参照）

学校給食における食物アレルギー対応について

https://www.city.kishiwada.osaka.jp/soshiki/63/schoolm

eal-allergy.html
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●その他のトピックス

兵庫県西宮市では、食物アレルギー負荷試験等の理由

で学校給食用物資を使用するための食材提供を例外と

して認めています。

内容としては、

(1)提供可能な学校給食用物資は、学校給食でのみ使

用している学校給食開発食品及び市販で購入できない

食材となります。

(2)食材は、調理加熱を行わず、そのままの状態でお渡し

します。

(3)食材は、保護者の方が直接学校へ取りに来てくださ

い。また、持ち帰り中は保冷剤等を使用し、持ち帰った後

は速やかに調理・喫食をしてください。

(4)喫食については、主治医等に相談のうえ行ってくださ

い。

西宮市 学校給食における食物アレルギー対応につい

て

http://www.nishi.or.jp/contents/0003332700030002700

564.html

鳥取市では、2014年３月に「鳥取市学校給食における食

物アレルギー対応マニュアル」を策定し、同年度後半より

卵の除去食、代替食対応を行ってきましたが、2015年８

月に本マニュアルを改訂し、卵に加え乳の除去食、代替

食対応を開始しました。ただし、他の食材の対応、アナフ

ィラキシー既往歴がある場合対応しないとなっています。

このほか、飲用牛乳、パン、ご飯、おかずについては献

立中止も対応しています。除去、代替は面談および「医

師の証明」が必要で、献立中止は申請書の提出で対応

となっています。

鳥取市

https://www.city.tottori.lg.jp/www/contents/144229956

5788/activesqr/common/other/5609f37b010.pdf

■これからの事例の共有が大切

いくつかの事例を紹介しましたが、「文科省指針」に沿

ったところ、参考にしながらも独自の対応を行うところ、独

自の対応を注視するところなど様々です。このほかにも、

各自治体のマニュアル等をいくつか見ましたが、例えば、

今回触れなかった緊急時の対応について、エピペンに

ついて細かく写真やイラスト付で紹介している自治体が

いくつもありましたが、今も、立った状態でエピペンを太も

もにあてている写真が使われているところもあります。安

全面から、昏倒を防止するため、横になる、あるいは椅子

に腰掛けさせてずれ落ちないようにしてからエピペンを使

うよう指示している例が増えていますが、このような知見

はどんどん共有していった方がいいでしょう。

アレルギー対応までの手順、食材の選び方、献立の

立て方、料理の名前の付け方、調理の手順、誤食防止

の引き渡しの知恵など、それぞれの工夫で取り入れられ

るところは、参考にしていき、施設設備や条件の違いはあ

っても、安全でかつ子どもたちの成長や教育に役立つ食

物アレルギー対応になることが望ましいのは言うまでもあ

りません。

今回驚いたのは、詳細献立対応がこの数年でとても進

んでいたことです。食材成分表、原材料、食品添加物の

キャリーオーバー、メーカー名、産地等の情報をそのまま

提示している自治体もあります。これまでなかなか見るこ

とができなかった情報が共有されることで、それだけで

も、保護者にとっては対応の方法を判断する力をつける

ことができます。

今後、「文科省指針」によって多くの自治体が対応を

早めていくと思われます。その中には、「文科省指針」通

りというところも出てくるでしょう。しかし、「文科省指針」も

万全ではありません。「だし」の問題など対応には慎重さ

が必要です。

ぜひ、各地の事例を共有しましょう。学校給食ニュース

にも情報をお寄せください。

●参考

【ついきゃす】給食連続講座（11月28日の録画）：アレル

ギー（１） ４本あります。

http://twitcasting.tv/keiki_makishita/movie/219933497

【文部科学省】学校給食における食物アレルギー対応に

ついて

http://www.mext.go.jp/a_menu/sports/syokuiku/135553

6.htm
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時事情報

インターネット、その他から

●訂正 三重県松阪市、4,500食の新センター整備

学校給食ニュース2015年11月号で、「三重県松阪市、

5,000食の新センター整備」との時事情報を掲載していま

すが、８月10日の整備基本計画にて、最大食数を4,500

食と変更されているとのご指摘をいただきました。

お詫びして訂正します。くわしくは、松阪市 「松阪市北

部学校給食センター整備事業」をご覧ください。

http://www.city.matsusaka.mie.jp/www/contents/1441179153237/

●大阪市中学校給食、親子方式を試行

デリバリー方式での全員喫食学校給食（一部選択制等）

を実施している大阪市では、学校給食の見直しに向けた

試行の一環として、2015年９月より１校で親子方式による

学校給食を実施する。2015年８月27日付けの大阪市報

道発表資料によると、阿倍野区の長池小学校で調理した

給食を昭和中学校に保温食缶で配送、献立は小学校と

同じで、量を調整、献立により食品や献立の追加も行うと

している。また、アレルギー対応の除去食も行うという。市

はデリバリー給食では、おかずの冷たさによる給食の残

食が課題であるとして、2020年度までに全中学校を親子

方式、自校調理方式に移行するとしている。なお、今回

のモデル事業は、調理は民間委託。小学校は児童数35

5人、中学校190人となっている。

お、大阪市の小中一貫校３校は、自校方式となっている

（うち２校は９月より）。

大阪の中学校給食

http://www.city.osaka.lg.jp/kyoiku/page/0000175271.html

小中親子方式による中学校給食のモデル事業を実施します

http://www.city.osaka.lg.jp/hodoshiryo/kyoiku/0000323941.html

●大阪市、小学１年生、うずらの卵を詰まらせ死亡

●兵庫県芦屋市、中学校自校式給食１校目開始

芦屋市 潮見中学校 給食室から

http://www.edu-ashiya.ed.jp/somjhs/給食室/

●神戸市、デリバリー給食で衛生管理問題による契約

解除

神戸市 中学校給食について（お詫び）

http://www.city.kobe.lg.jp/child/school/lunch/mskyusyoku/
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投稿

「和食と牛乳と学校給食について」

2015年９月号の和食と牛乳についてのとらえ方、ある

いは、学校給食実施基準の栄養基準のあり方について

のご意見２回目です。引き続き募集中です。（匿名でも

可、お立場…栄養教職員、調理員、教員、保護者、その

他をご明記ください）

■東京都 元保護者 荒木規子さん

自分の子どもが食べる学校給食に、一番に求めたの

は「安全性」でした。どの学校に通っていても、食べる子

どもたちのことを中心に置いて考えられた給食であって

ほしいです。

【牛乳】 牛乳そのものについてはよくわかりませんが、

安全なものを食べて育った乳牛から搾乳された牛乳を飲

ませたいです。そして、「ご飯に牛乳を飲む」は変です。

給食に牛乳をつけるのは、「栄養を摂らせたい」が一番大

きな理由だとしても、スムーズな学校運営や楽な栄養基

準確保や安定した日本の酪農経営とか、さまざまな大人

の事情もあるように聞きます。自給率を高め、地域の酪農

が安定することは大賛成です。牛乳でしか摂れない栄養

素があるというなら、摂り方の工夫をし、無理なく飲めるよ

うにしていってほしいです。三条市の取り組みは「エラ

イ！」と感心しました。そういう学校が増えていかないかと

期待しています。

【和食と学校給食】 「和食」が見直されているのは大歓

迎ですが、食べることは楽しいことでもあってほしいので、

和食の献立にある「残菜が多い」と言われるおかずにはさ

らなる工夫（調理技術のレベルアップ）を望みます。食べ

る時間の確保もだいじです。そして、おいしいものばかり

ではないかもしれないけれど、そういうものを食べ続ける

理由を知る食教育も大切になります。特別なイベントを行

っての和食アピールは、それはそれで結構ですが、まず

は日々の積み重ねだと思います。また、杉木さんと山野

さんが書いていた「栄養を長いスパンでゆるやかに運用」

というのは、まったく同感です。

【どんな社会で暮らしたいか】 牛乳も含めて、安全で、

良質な食材を使っての学校給食作りは、とても大変なこと

です。それを給食を作る人だけに任せるのではなく、後

押しする世論を作っていきましょう。市民一人一人が、今

食べる子どもたちのことを考えて、は当たり前で、その先

の、ずっと先の子どもたちも安心して食べて暮らせる日々

を願っての視点を持って、「自分はどんな社会で暮らした

いか」を考えて行動していくことがだいじだと思います。

「牛乳」からとんでもなく飛躍したことを書いていますが、

放射能測定をしながら給食を作っている、という現実を忘

れてはいけないと思います。
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全国学校給食を考える会

お問い合せは…全国学校給食を考える会
電話：03-3402-8902 ＦＡＸ：03-3402-5590

E-mail kyushoku@member.daichi.or.jp (購読・会費等）

学校給食ニュースvol.177



17

情報シート
地域の課題や実践例、ニュースへの感想やご意見もお願いします。写真などはデータや実物を送ってください。

送り先 〒106-0032 東京都港区六本木6-8-15 第２五月ビル２階 全国学校給食を考える会

ＴＥＬ03-3402-8902 ＦＡＸ03-3402-5590 E-mail desk@gakkyu-news.net

記入者名 団体名

ご連絡先（電話・FAX・e-mail）

ご住所（または、都道府県・市町村名）

私は、 栄養士 調理員 保護者 その他（ ）です。

ニュースに掲載する場合、名前は 掲載可 掲載不可（匿名） です。

学校給食ニュースvol.177


